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沖合の津波・潮位等の観測データの二次的利用に 

あたっての留意事項の解説資料 
 
 
平成 23年（2011年）東北地方太平洋沖地震の際に、気象庁が津波情報で

発表した津波の観測結果「第一波 0.2m」等が住民等の避難の遅れや中断につ
ながったと考えられる事例があり、気象庁が開催した「津波警報の発表基準等

と情報文のあり方に関する検討会」での有識者の検討では、観測事実を伝える

ことは重要である一方、観測値の発表は避難行動を妨げることがないようにす

ることに十分配慮して行う必要があるとされた。 
本資料は、「沖合の津波・潮位等の観測データの津波防災への利用を目的と

した提供について」（平成 26年２月 28日気象庁地震火山部）第３項「沖合の
津波・潮位観測データの二次的利用について」の趣旨を踏まえ、自治体等が沖

合の津波・潮位等の観測データを住民等へ提供する場合の留意事項や伝え方の

例について、気象庁が解説資料としてまとめたものである。また、沖合の津波・

潮位観測データは伝え方によっては津波の予報となる場合があることから、津

波の予報業務許可との関係やその留意事項も解説した。 
なお、気象庁の津波観測情報の解説を参考資料として付した。 
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